
１．対象業種（日本標準産業分類にて表示）

２．対象となる行為

和歌山市企業立地促進奨励金制度のご案内

対象となる行為

新設 　市内に事業所を新たに開設すること

増設 　市内の既存事業所にて、増築・改築等を行うこと

移設 　市内の既存事業所を廃止し、市内の別の場所に事業所を開設すること

設備投資 　市内の既存事業所において、新たに設備を設置すること

内容

　                                        　　※増設、移設、設備投資については、事業規模の拡大が前提となります。

　                                        　　※旅館、ホテルについては、新設のみが対象となります。

対象業種

物品の製造事業 　【大分類Ｅ-製造業】 【中分類０１-農業】のうち植物工場

　【中分類４４-道路貨物運送業】 【中分類４５-水運業】

　【中分類４７-倉庫業】 【中分類５０-各種商品卸売業】

　【中分類５１-繊維・衣服等卸売業】 【中分類５２-飲食料品卸売業】

　【中分類５３-建築材料、鉱物・金属材料等卸売業】【中分類５４-機械器具卸売業】

　【中分類５５-その他の卸売業】 【中分類５６-各種商品小売業】

　【中分類５７-織物・衣服・身の回り品小売業】 【中分類５８-飲食料品小売業】

　【中分類５９-機械器具小売業】 【中分類６０-その他の小売業】

　【細分類８０４１-スポーツ施設提供業】 【細分類８０５２-遊園地】

　【細分類８０９２-マリーナ業】

　【細分類８２１４-動物園、植物園、水族館】のうち植物園または水族館

【中分類３９-情報サービス業】 【中分類４０-インターネット附随サービス業】

【小分類７１１-自然科学研究所】 【小分類７２６-デザイン業】

【細分類９２９４-コールセンター業】

奨励金の交付の指定対象業種（日本標準産業分類に掲げる業種）

物流関連事業

レクリエーション事業

上記以外

特定サービス事業

ＩＴ等

サービス業

【小分類７４３-機械設計業】

【小分類７５１-旅館、ホテル】



３．指定の要件（次に掲げる項目をすべて満たすことが必要です。）

　基準日(注1)における正社員(注2)の数が指定申請日における正社員の数より

　３人（ＩＴ等サービス業の場合は５人）以上増加する予定であること

　　※ＩＴ等サービス業は、条件によっては１人以上で可の場合があります(注3)

　基準日における新規雇用者(注4)及び異動転入者(注5)の合計人数が

　３人（ＩＴ等サービス業の場合は５人）以上となる予定であること

　　※ＩＴ等サービス業は、条件によっては１人以上で可の場合があります(注3)

3 　投下固定資産総額(注6)の予定額が３,０００万円以上であること　※ＩＴ等サービス業を除く

4 　新設等が本市の産業の振興に資すると認められること

5 　新設等が事業規模の拡大に資すると認められること

6 　設置者が労働基準法を遵守していること

7 　設置者が自身が行っている事業に関係する法令を遵守していること

8 　設置者が市税を滞納していないこと

9 　設置者又はその役員が和歌山市公有財産規則第２２条第２項各号のいずれにも該当しない者であること

10 　新事業所が和歌山市企業立地条例第６条第１項第１号に規定する期間(注7)を継続して操業可能であること

 【小売業のみ】※下記のいずれかの要件を満たすことが必要

　①「中心商業エリア」(注8)に立地し、売場面積１,０００㎡以上を有すること

　➁ 「中心商業エリア」又は和歌山市都市計画マスタープランに定める「新規産業地」に立地し、

    　 投下固定資産総額の予定額が３０億円超かつ新規雇用者等が３０人以上となる予定であること

　③ 日本標準産業分類 ５６２１-総合スーパーマーケット又は５８１１-食料品スーパーマーケットの場合において、

　 　指定の申請時点で半径１ｋｍ以内に上記２業種を行う事業所が所在しておらず、かつ所在する予定がない場所に

　 　立地すること（中心商業エリア及び新規産業地を除く）

 【旅館、ホテルのみ】①旅館営業又はホテル営業の許可を受け、床面積４０㎡以上の客室

　　　　　　　　　　　 及びロビー（玄関広間）、宴会場等（レストラン可）を設けること

 【旅館、ホテルのみ】②風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条第６項第４号に該当しないこと

 【ＩＴ等サービス業のみ】①正社員の人数が２１人以上であること

 【ＩＴ等サービス業のみ】②直近決算時の売上が正社員１人あたり１,２００万円以上であること

内容

1

2

12

13

11



４．奨励金の種類

①設置奨励金

②雇用奨励金

③環境整備奨励金

④用地取得奨励金

⑤オフィス奨励金 ※IT等サービス業のみ

（１）下記（２）～（３）以外の場合

（２）投下固定資産総額が３０億円超かつ新規雇用者等(注10)３０人以上の場合

（３）投下固定資産総額が１００億円超かつ新規雇用者等１００人以上の場合

限度額

２億円　対象建物、対象用地(注9)、対象設備に課税される固定資産税、都市計画税相当額の３倍

内容

限度額内容

　対象建物、対象用地、対象設備に課税される固定資産税、都市計画税相当額

　⇨　５年間適用。限度額は各年度２億円
１０億円

限度額内容

　対象建物、対象用地、対象設備に課税される固定資産税、都市計画税相当額

　⇨　５年間適用。限度額は各年度３億円
１５億円

限度額

　「正社員増加数」

　「新規雇用者等の数」

　  ※新規雇用者等が100人以上の場合は、限度額１.８億円

⇨ 　どちらか少ないほうの人数ｘ６０万円 4,000万円

内容

限度額

1,000万円　新たに設置される緑地に係る工事費用の５０％

内容

限度額

２億円　対象用地の取得費用の１０％

内容

立地場所 限度額

中心商業エリア(注8)

または

小規模事業所等誘導地域(注3)

　※該当地域の詳細については和歌山市ホームページ内の「企業立地促進奨励金制度のご案内」をご確認ください。

　　http://www.city.wakayama.wakayama.jp/1016047/sangyoukigyousien/1001189/1003058.html

内容

　オフィス賃借費用の５０％　⇨　３年間適用
各年度

1,000万円

上記以外の市街化区域(注11)内
　新規雇用者等のうち異動転入者が６割を超える場合のみ、

　オフィス賃借費用の５０％　⇨　３年間適用

各年度

1,000万円



【お問い合わせ先】

和歌山市 産業交流局 産業部 産業政策課
〒６４０－８５１１
和歌山市七番丁２３番地
TEL：０７３－４３５－１０４０
E-mail：sangyoseisaku@city.wakayama.lg.jp

和歌山市東京事務所
〒１０２－００９３
東京都千代田区平河町２－６－３
都道府県会館１２階 和歌山県東京事務所内
TEL：０３－５２１２－９１９３

申請フローチャート

和歌山市内で新設・増設・設備投資を計画

→条例に定める審査会による審査を経て、指定が決定されます。

奨励金対象業種・投資額・雇用の要件の確認

指定申請書類の作成・提出
※工事等の着手３０日前までの提出必須

和歌山市企業立地促進審査会の開催
※事業者様には説明のためご出席いただきます

→「指定書」が交付されます。
指定書の交付日が「指定日」となります。

企業立地促進奨励金交付にかかる指定

→指定日から１年以内に着手し、着手後３０日以内に「新設等着手届」
ご提出いただきます。

→新設等完了後、６０日以内に「新設等完了届」をご提出いただきます。

→新設等完了日以降に最初に課税される固定資産税を完納し、
その翌年度に奨励金交付の申請を行っていただきます。

新設等の着手

新設等の完了、新事業所の操業

・投資に対する固定資産税の納付
・オフィス賃料の支払い（１年度毎）

奨励金の交付

基準日
（新設等の完了日から１年後の日）

→雇用者の増加条件を満たしている必要があります。

→申請した日が「指定申請日」となります。


